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積乱雲危険度表示システム

宮島亜希子1,2，高木晴彦1，清水慎吾2，下瀬健一1,2，加藤亮平2，

長谷川晃一3，佐藤良太1,2

（1： Ｉ－レジリエンス株式会社，2： 防災科学技術研究所，3： 中電シーティーアイ）

【謝辞】本研究は内閣府BRIDGE「積乱雲危険度予測情報の研究開発と社会実装モデルの展開」によって実施されました
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内閣府：研究開発とSociety 5.0との橋渡しプログラム(BRIDGE)の一環

積乱雲危険度予測情報の研究開発と社会実装モデルの展開

○積乱雲ハザード予測技術の高度化
・豪雨・落雷・突風・降雹の現況や予測の統合により、
産業界からのニーズを踏まえ、企業の事業継続や住民の安全確保に資するため、
拠点等にピンポイントで半日先までの積乱雲ハザード予測情報を開発

○積乱雲確率危険度予測情報の研究開発
・予測時点毎に不確実性を抽出し、ニーズに応じて時系列的にハザード情報をリスク情報へ高度化
・企業等における実証に基づく改善を図り、予測情報の有効性を評価

三次元雷放電経路
観測(LMA)

LMAやレーダ同化
技術に基づく落雷・
突風の予測技術

課題名 『積乱雲危険度予測情報の研究開発と社会実装モデルの展開』

第2期SIP（線状降水帯予測）で研究開発した積乱雲群予測と、防災科研が開発した落雷・突風等予測を統合し、減災行動に
結び付ける積乱雲危険度予測情報（半日先までの予測）として提供するために必要な研究開発・実証に取り組む。

文科省:防災科研運交金事業

水蒸気観測に基づく、線状降水帯を構成
する豪雨等の2時間先から半日先予測

内閣府: 第2期SIP（防災）

激しい積乱雲

線状降水帯

現況

積乱雲の
予報円は国内初！

移動予測

激しい積乱雲
から雷が発生

内閣府：第3期SIP（防災）サブ課題A 災害情報の広域かつ瞬時把握・共有

災害情報の瞬時把握（気象センシング情報）

豪雨等予測技術（2時間先と半日先予測）

落雷・突風等予測技術（1時間先まで）

LMAやレーダ観測に基づく、落雷・突風等の
1時間先までを予測する技術開発

BRIDGE（R5-R6年度）

積乱雲危険度表示システムのイメージ

積乱雲危険度

危険

警戒

通常

2時間先まで
予報円

積乱雲の危険度が高い場合にアラート
を送信及びGISで可視化

半日先まで
危険範囲

稼働再開

稼働停止継続

稼働停止継続

まもなく稼働再開

水蒸気観測網
マイクロ波放射計
地デジ水蒸気観測

降水・風観測
（レーダ観測）

国交省XRAIN

既存観測機器

落雷判定
機能強化+

あらゆる積乱雲
ハザードを観測

豪雨

突風

降雹

落雷

積乱雲に起因するあらゆる
ハザードの予測を目指すが
今回のシステム開発は
雷の予測が中心
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背景
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⚫九州での半導体生産能力は伸び続けており、2019年の
全国シェアは21.8％

⚫半導体工場の特に前工程においては、送電網等への落雷
による瞬低（瞬時電圧低下）が生産設備に与える影響が大
きく、一度の瞬低によって、仕掛品の廃棄分と工場稼働低
下（生産機会の損失）による生産ロス分は、最大で約2週
間分の生産量に相当することもある

⚫雷の年間被害額は推定2000億円 （引用：音羽電機工業webサイト）

⚫加えて、落雷数の分布を見ると、熊本県や鹿児島県の半
導体工場は落雷頻発地域に存在している

引用；読売新聞,シリコンアイランド復活へ
2021年11月19日

  九州の半導体工場でのニーズを踏まえた積乱雲危険度表示システムを開発し、

有用性や課題を把握した上で社会実装につなげる

2018-2023年（7年間）の,5-8月の
落雷数(気象庁LIDEN)の分布
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半導体工場のニーズ

Copyright © 2024 I-Resilience Corp. All Rights Reserved.

＜調査結果＞

＜調査概要＞
⚫ 九州の半導体工場に対し、ニーズを把握するためのヒアリング調査を実施

➢ 内容： 瞬低リスクに対する意識、リスクへの対応状況、落雷予測情報の活用可能性、など
➢ 実施日： 2023年12月25日、2024年1月22・23日、2月1日
➢ ヒアリング先：  九州の半導体工場（3社4工場）

①～④の赤字
→ニーズに基づき今回の開発で具体的に取り入れた事項

ニーズに基づき「積乱雲危険度表示システム」を開発

⚫線状降水帯（水害）も含めたBCP全般に関わる情報が欲しい→心の準備、従業員の出勤

⚫落雷（瞬低）予測情報だけでなく、①もう落雷（瞬低）はないという安心情報・解除情報、両方必要

⚫工場周辺だけでなく、②送電網への落雷の情報も必要

⚫③1時間先までの予測の精度が上がると役立つ

⚫直接的な機械の破損などの被害 ＜ 機会損失による間接的な被害

⚫長い時間止めると機会損失による被害が大きくなる（なるべく止める時間を少なくしたい）

⚫④自動判断できる情報（ポップアップ通知）なども必要

⚫現在利用している情報との併用を考慮した設計
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システムの全体像 ＜特徴＞・・・ 次のページ以降で具体的に説明
⚫ 複数のリードタイムをもつ発雷予測（1，2，12時間先）
⚫ 地図情報および時系列によるweb表示
⚫ メールによるアラート通知
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＜特徴＞複数のリードタイムをもつ発雷予測（1，2，12時間先）

Copyright © 2024 I-Resilience Corp. All Rights Reserved.

特徴 精度

1時間先まで
の予測

• 国交省XRAINを用いたナウキャストベース
による予測

• 積乱雲毎に、積乱雲オブジェクトの移動予測
をし予報円で表示 （積乱雲の予報円を表示
するのは初の試み）

• 1時間後の捕捉率において、BRIDGEでは、
約70％となり、気象庁の約50％を大きく
上回る

• ただし、的中率（本件ではCSI)は気象庁雷
ナウキャストとほぼ同様

2時間先まで
の予測

• 雲解像数値モデルCReSSによる数値予測
• 2時間先までに危険となるエリアを表示

• 1時間先予測と同様の評価を行った場合、２
時間先の時点で、捕捉率７０％以上を確保

12時間先まで
の予測

• 気象庁メソアンサンブルガイダンスの発雷確
率による予測

• 12時間先までにアンサンブル平均で発雷確
率が40%以上になるエリアを表示

• 12時間先予測を行う時点で入手可能な
「 15時間先予測 」を用いて評価した場合、
的中率が約20%になる
→12時間後の的中率が20%と最も高くなる、

       発雷確率40％を閾値として設定している
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＜特徴＞地図情報および時系列によるweb表示
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送電網への落雷による瞬低も工場への影響があるため、
工場と送電網から20km圏内を警戒エリアとして設定
（青線が送電網）

⚫ 警戒エリアの設定・・・②

⚫ 表示内容の切り替え
チェックボックスで表示情報の切り替えに対応
（必要なリードタイムの予測を表示することが可能）

提供先毎のカスタマイズ部分

アラートメール通知（次ページで説明）に合わせて、
画面上でも危険情報/解除情報が一目で分かるように
ポップアップで通知
（画面クリックで詳細を表示）

⚫ ポップアップ通知・・・④

共通部分

警戒エリアにおいて、いつから危険なのか、
いつになったら警戒を解いても大丈夫なの
かを判断しやすいように、時系列のタイムラ
インで表示

⚫ 時系列によるタイムライン表示・・・①

⚫ リアルタイムでの情報更新（1分毎）・・・③ （リードタイムの短い予測が重要）

①～④の赤字
→4ページのニーズに対応
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＜特徴＞メールによるアラート通知

アラートメール通知の基本設定
→通知する情報は以下3つを基本とするが、通知の種類・通知間隔・閾値など、顧客毎にカスタマイズ可能

①12時間先予測 →半日先の危険を伝える（午後から雷の可能性があるなど）
• 【判定】設定した警戒エリアが、発雷確率40％以上のエリア（地図上の黄色のエリア）に入る→アラートメール通知
• 1日2回、12時間毎にアラートメールを送る（8時と20時）
• 通知時間（8時と20時）から12時間以内に発雷の可能性があるときだけアラートメールを送る
     ※12時間以内に発雷の可能性があります

②1時間先予測 →短時間で変化するの危険情報・安心（解除）情報を伝える（ニーズに基づき1時間先予測を重視）
• 【判定1】設定した警戒エリアが、1時間先の予報円のエリア（地図上の赤色のエリア）に入る→アラートメールで通知

③雷発生 →近くで実際に雷が発生したことを伝える
• 【判定】設定した警戒エリアで実際に雷が観測された時（気象庁LIDEN） →アラートメールで通知
• 一度アラートメールを配信したら、30分間はメールを送らない
※雷が発生しております
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実証実験の概要
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検証事項

予測精度

◼ 本予測情報の空振りや見逃しの状況・・・②③

➢ アラート通知の予想時間内に、落雷があった/雷鳴が聞こえた、豪雨
が降っていた（落雷は確認できなかった） など

◼ 他の予測情報や瞬低通知サービスとの比較・・・②

アラートの通知方法、
タイミング

◼ 本システムのユーザーインターフェースやエクスペリエンス・・・④

➢ 他サービスと比較した使い勝手などの評価

◼ アラートの通知数やタイミング・・・①③

アラートを踏まえた
対策の実施可能性

◼ アラート通知後の対応内容について・・・①③

➢ 外も含め状況の確認をした、何らかの対応をした など

◼ アラート通知(12時間先、2時間先、1時間先)を踏まえた、 瞬
停・瞬低リスク回避に向けた対策内容・・・①③

◼ 他社からの瞬低お知らせメールや瞬低発生時における
実際の対応内容 ※可能な範囲でご教示ください

⚫ 4社6工場にて、webサイトの提供とアラートメール通知による実証実験を実施
⚫ 実施期間： 2024年8月下旬～10月下旬
⚫ 工場へのヒアリング調査を通じて、以下の項目を検証(事前に記入シートを配布)

①～④の赤字
→4ページの各ニーズに対応
できているかの検証項目
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検証結果／まとめと今後について

Copyright © 2024 I-Resilience Corp. All Rights Reserved.

現在、ヒアリング調査中のため12/16に報告
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教育現場における地震・津波災害発生時の
二次対応訓練シナリオ

◯ 西田 有宇 香川大学 大学院創発科学研究科
井面 仁志 香川大学 創造工学部 創造工学科
高橋 亨輔 香川大学 創造工学部 創造工学科
山本 健詞 徳島大学 ポストLEDフォトニクス研究所
水科 晴樹 徳島大学 ポストLEDフォトニクス研究所
高橋 真里 香川大学 四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構

制作背景
Ø東日本大震災以降，文部科学省では教育機関における防災教育の目的を，以下のよ
うに挙げている．
• 自然災害について理解を深め，適切な意思決定や行動選択をできるようにする．
• 災害の危険を理解して自らの安全を確保する行動や日常の備えができるように
する．

Ø日本では99.7%の学校教育現場で避難訓練1)が行われているが，訓練のシナリオに
想定されていない事象に対応した訓練が行われている例が少ない．

Ø適切な判断のもと迅速かつ臨機応変に対応できる即興的対応能力を備えることで，
従来の訓練シナリオにはない想定外事象に対応できる．

1）内閣府防災情報のページ︓学校における防災教育の取組教職課程・教員研修における防災教育，＜https://www.bousai.go.jp/kaigirep/pdf/201218_03.pdf＞ 2
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2

災害状況再現・対応能力訓練システム
Ø香川大学危機管理先端教育研究センター
が開発・運用

ØVR技術を用いて臨場感のある災害状況
を再現

Ø幼稚園，小・中学校などの教育機関の職
員を対象とし，地震発生時に学校の教室
で起こる想定外事象を再現して訓練を実
施

Ø2013年6月11日～2024年9月26日時
点で4,495名が訓練を体験

Ø遠隔地での訓練体験を実現させるための
実験を実施中

参照：国立大学法人 香川大学四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構：訓練施設 <https://www.kagawa-u.ac.jp/iecms/kunren_sisetsu/25661/> 3

既存の訓練シナリオ概要（初期対応）

教員役 児童役

教員役の発言や行動に応じてオペレーターが
画面内のシーンを切り替える

児童役

Ø プレイヤー
  5名（小学校教員役1名，児童役4名）
Ø シチュエーション
 小学2年生の教室（3階）で授業中に地震が発生
Ø 地域設定
 津波被害のない地域
Ø 訓練シナリオのゴール
 教室から校庭まで児童を安全に避難させる

初期対応訓練シナリオのフローチャート

廊下に整列

教室（3階）で授業中

緊急地震速報発令

児童が机の下から出る

屋外へ移動開始

1階の廊下で余震発生

校庭へ到着

地震の揺れ発生中

地震発生

地震の揺れ収まり

蛍光灯の落下で児童が負傷

机の下に隠れる
指示あり

児童が机の下に隠れる

START

END

机から頭が出てい
る児童に注意する

Yes

No

Yes
No
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